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事務執行概要

学校経営支援グループ

１　室内の人事管理及び一般庶務に関する事務等の適正な執行に努めた。

２　財産の取得、管理及び処分に関する事務を行った。
　　
３　室内各課及び関係課と連絡・調整を図り、予算及び経費執行の適正な管理に努めた。

４　教育振興室の小口支払基金の管理に関すること

５　開かれた学校づくりの推進に関する事務　
　　　府立学校の学校教育自己診断及び学校運営協議会の実施状況を把握し、学校教育自己診断と学校運営協議会を学校運営改善に活用するよう、各学校に対して指導助言した。
　　　　○　根拠法令　　　　　学校教育法施行規則　第６６条、第６７条、第６８条
第１０４条、第１３５条
大阪府立学校条例　  第７条、第９条、第１０条、
第１１条、第１２条

６　学校図書館司書教諭養成に関する事務
　　　学校図書館司書教諭有資格者を計画的に養成し、学校図書館教育の一層の充実を図るため、大阪府においては、国の委嘱を受け、平成10年度から平成16年度まで府教育センターにおいて「学校図書館司書教諭講習」を実施してきた。平成17年度からは、大阪教育大学で実施されている「学校図書館司書教諭講習」に教諭を派遣することで学校図書館司書教諭有資格者の養成を図っている。
受講者数
	
	令和元年度
	30年度
	29年度

	小学校
	9名
	18名
	 13名

	中学校
	16名
	19名
	  15名

	高等学校　　
	18名
	19名
	  17名

	支援学校
	19名
	34名
	  30名

	計
	62名
	90名
	  75名











７　教職員の資質の向上に関する事務
(1) 長期自主研修支援制度
　　　多様化する教育課題に的確に対応し得る人材を育成することを目的として、教職員が自らの資質向上を図るため、自主的に計画する長期の自主研修を支援している。職員としての在職期間が４年以上、研修が終了する年度の末日において満56歳以下である者を対象に平成12年4月から長期自主研修を行うものに対して休職発令を行っている。
新規実施者
	
	令和元年度
	30年度
	29年度

	小学校
	9名
	3名
	 2名

	中学校
	4名
	4名
	 4名

	高等学校等　　
	13名
	11名
	 7名








(2) 公私立中学校・高等学校教員相互派遣交流研修
　　　教育ニーズが多様化する中、時代の要請に適切に対応した教育を展開することが求められている。そのような状況のもと、公私立高等学校それぞれの教員が、組織体制や学校経営、人材育成等について幅広く研修することを通して、教員としての視野を広げ、その資質の向上を図るとともに、公私立中学校・高等学校それぞれの特徴を活かした教育の展開に資することを目的として、平成14年から実施している。公立中学校・府立高等学校教諭で、原則として教職経験年数が４年以上の者を対象としている。
公立中学校・府立高等学校から私立中学校・高等学校への派遣者
	
	令和元年度
	30年度
	29年度

	派　遣　者　数
	0名
	0名
	 0名






(3) 明日の指導者育成派遣研修
　　　教員を大学等校外の機関に派遣し、実践的知識や新たな指導法等を習得させることにより、次世代を担う指導者としてのリーダーシップに係る資質能力及び指導力の向上を図ることを目的として平成29年度より実施している。府立の中学校及び高等学校、支援学校に勤務する教諭（首席及び指導教諭を含む。）のうち、自らの専門とする教科又は生徒の指導に係る研究に積極的に取り組む熱意を有し、本研修終了後には府立学校や地域等において、研修の成果を還元できる者で、原則として教職経験10年以上の者を対象としている。
派遣者数
	
	令和元年度
	30年度
	29年度

	派　遣　者　数
	2名
	2名
	 2名






(4) 育成協議会の設置と指標の策定
平成28年度に「教育公務員特例法」が改正され、教育委員会と教員養成を担う大学等とで構成する「教員育成協議会」を新たに設置し、養成・採用・研修を通じて一体的に教員の資質・能⼒の向上に取り組むための「指標」を策定することが義務付けられた。これを受けて「大阪府教員育成協議会」を設置し、大阪府としての「指標」を明確化するとともに、全ての教員の計画的な研修受講に向けて「大阪府教員等研修計画」を平成30年３月に策定した。
協議会の意見を受け、令和元年５月に改訂、令和２年３月に改訂を行った。
　　　　○　根拠法令　　　　　教育公務員特例法　　第２２条の２、第２２条の３、
第２２条の４、第２２条の５

８　府立学校教育への指導助言に関する事務
　　「府立学校に対する指示事項」の作成及び伝達、説明を行った。

９　チームによる支援
　　校長・准校長の学校経営力、教職員の課題対応力等を向上させ、学校の教育力の向上や課題解決を図るため、府教育委員会での学校経営支援チームの機能を充実し、課題に応じた３つのチーム（診断支援チーム、育成支援チーム、解決支援チーム）を設置し、次のとおり支援を行った。
	チーム名
	活動概要
	令和元年度
	30年度
	29年度

	育成支援チーム
	学校の組織力の向上を図るとともに、学校経営が円滑に行えるよう、ミドルリーダーの育成を支援する。
	5校
	6校
	 5校


チームによる支援対象校

	チーム名
	活動概要
	29年度

	診断支援チーム
(平成29年度で終了)
	平成24年度までは、２年にわたる支援を実施。初年度は教育目標の達成に向け、学校経営に関する診断を行い、提言書を作成。次年度は取組みの推進に資するためのフォローアップ支援を実施していた。
平成25年度より、単年度での実施となり、ＰＤＣＡサイクルによる学校経営改善の効果的な推進に向けた校内研修の実施を支援している。
	2校

	解決支援チーム
(平成29年度で終了)
	学校だけでは解決困難な事象について、学校に対して必要に応じて支援に入る。
	 0校





学事グループ

１　府立高等学校等の管理運営に関する事務　
(1)　1学年の4月転入学の承認、編・転入学に関する指導
　　　　　承　認　　  ７件　
(2)　休業日の設定及び変更の承認並びに届出の受理
　　　　　承　認　　　０校　　　　届　出　延べ　　０校
(3)　府立高等学校の学則の制定・変更の承認及び届出の受理
　　　　　承　認　　　０件　　　　届　出　　 　  138件
 (4)　条例・規則等の制定・改廃
ア　大阪府立学校条例の一部改正　０件
イ　大阪府立学校の管理運営に関する規則の一部改正　１件
ウ　大阪府立高等学校学則準則の一部改正　１件
エ　大阪府立高等学校編入学、転入学、留学、海外からの留学生の受入れ並びに休学及び復学取扱要領の一部改正　０件
(5)　技能連携施設の改廃
      新規指定　１件 
内容変更　３件
  廃　　止　０件
(6)　学生・生徒旅客運賃割引証交付に関する事務

２　教育計画策定に関する事務
　　高等学校受入れ計画に関する事務
　ア　募集人員
· 全日制の課程（昼夜間単位制を含む）
令和２年度入学者選抜の募集人員を前年度に比し、1,398人減の39,988人とした。
· 全日制の課程総合学科（クリエイティブスクール）及び多部制単位制Ⅰ・Ⅱ部（クリエイティブスクール）
　　　　令和２年度の募集人員を前年度に比し、25人増の425人とした。　
· 定時制の課程（多部制単位制Ⅲ部を含む）
　　　　令和２年度の募集人員を前年度に比し、120人減の1,320人とした。
· 通信制の課程
　　令和２年度の募集人員を前年度と同じ650人とした。



○　一学級あたりの募集人員


	
	

	
	普通科（単位制を含む。）
	商業に関する学科
	グローバルビジネス科
	農業に関する学科
	工業に関する学科
	教育情報科
	英語科
	国際教養科
	国際文化科
	グローバル科
	グローバル探究科
	英語探究科
	美術科
	体育に関する学科
	理数科
	総合科学科
	サイエンス創造科
	文理学科
	芸能文化科
	演劇科

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	府立
	40
	-
	-
	40
	35
	-
	-
	40
	40
	40
	-
	-
	-
	40
	-
	40
	-
	40
	40
	-

	市立
	40
	40
	40
	-
	40
	40
	40
	-
	-
	-
	40
	40
	40
	40
	40
	-
	40
	-
	-
	40

	



	
	
	
	　　　
	

	
	音楽科
	総合造形科
	福祉ボランティア科
	食物文化科
	総合学科（エンパワメントスクールを除く。）
	総合学科（エンパワメントスクール）
	多部制単位制（Ⅰ・Ⅱ部）及び昼夜間単位制
	定時制

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	府
立
	40
	40
	-
	-
	40
	35
	40
	-

	市
立
	-
	-
	40
	40
	40
	-
	40
	40




　イ　編・転入学受入れ措置691件

３　進学指導に関する事
　(1)　公立高等学校の入学者選抜
　　ア　進学指導協議会開催（進学指導の適正化）　　　　　4回
　　イ　他府県等から入学志願する者の承認審査事務　　　304件
　　ウ　学力検査問題の作成
　　エ　入学者選抜実施　　　　　　　　　　　　　 　46,309人受験（速報値）
　(2)　入学者選抜制度の周知
　　府内公立中学校の校長、進路指導担当教員対象の｢高等学校への進学指導に係る説明会｣及び「大阪府公立高等学校入学者選抜等に係る説明会」を開催した。

４　定時制・通信教育の振興
(1)　就学奨励に関する事務
　　　　中学校卒勤労青少年の公立定時制・通信制高校への就学促進
ア　府内中学校等に大阪府公立高等学校入学者選抜実施要項や入学案内を配布した。
イ　事業主に対して公共職業安定所でＰＲを推進した。
(2)　技能連携に関する事務
　　　　学校教育法第55条に基づく技能教育施設の指定に関する事務及び指導・助言を行った。
○　根拠法令：学校教育法施行令、技能教育施設の指定等に関する規則


教務グループ

１　教育改革の推進に関する事務
(1) グローバルリーダーズハイスクール支援事業の実施
グローバルリーダーズハイスクール（ＧＬＨＳ）においては、グローバル社会をリードする人材の育成を目的とし、各校が特色ある取組を実施するとともに、10校共通の取組として、生徒海外派遣研修、京都大学・大阪大学との連携事業、10校合同発表会などを実施した。

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	29,220千円
	29,214千円
	30,111千円

	決　算　額
	26,885千円
	27,839千円
	  28,311千円




(2) 府立高等学校の特色づくり推進
各府立高等学校において、生徒や地域の実態に応じ特色づくりを推進するため、専門学科等における施設設備の整備等を行った。

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	231,218千円
	216,857千円
	203,944千円

	決　算　額
	230,316千円
	216,349千円
	203,869千円




(3) 学校支援人材バンク
地域や社会の各界で活躍する優れた技能や専門的な知識を有する社会人等に「学校支援人材バンク」に登録していただき、授業や特別活動等で学校教育の指導者としての活用を図った。

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	11,299千円
	11,480千円
	10,831千円

	決　算　額
	10,483千円
	10,474千円
	10,824千円





 ２　教育課程に関する事務
大阪府立高等学校等の管理運営に関する規則に基づき教育課程の届出を受理した。
	
	元年度
	30年度
	29年度

	教育課程の届出
（延べ）
	  151件
	154件
	155件




３　外国語教育に関する事務
(1) 外国語指導員・英語講師の配置
諸外国について幅広い知識と国際感覚を持ち、英語等によるコミュニケーション能力を身に付けた高校生を育成するため、府立高等学校に外国語指導員・英語講師を配置して、外国語教育の一層の充実を図っている。
外国語指導員・英語講師の配置については、府又は近隣府県に在住の英語、中国語又は韓国・朝鮮語の母語話者等を英語指導員又は中国語指導員又は韓国・朝鮮語指導員として採用した。また、派遣業者より派遣を受け、外国人英語講師として配置を行った。
	
	元年度
	30年度
	29年度

	府の単独事業による英語指導員〔ＮＥＴ〕
中国語指導員〔ＮＣＴ〕
韓国・朝鮮語指導員〔ＮＫＴ〕
	  79名
	  78名
	78名

	派遣事業による英語講師〔Ｔ－ＮＥＴ〕
	  69名
	  78名
	80名

	計
	  148名
	  156名
	158名


※各年度８月時点



(2) 「英語教育推進事業」の実施
「グローバル化」や「内なる国際化」が進む社会において、府立高校の生徒すべてが英語
を話す（即興的に応答する）力を高めることで、４技能をバランスよく身に付け、主体的、自律的に英語を用いてコミュニケーションを図ろうとする意欲や態度が向上し、国内外において、異なる文化を持つ人たちとともによりよい社会を作る担い手となるよう事業展開を図る。
1 教員の指導力向上
すべての英語教員の授業力等の向上を図る研修かつ、課題に応じた指導法に関する研修
・英語教育中核教員研修、課題に応じた指導法に関する研修
2 それぞれの生徒の目標に応じた支援
イングリッシュ・キャンプ等の実施や、海外研修等の支援
　　　　　・イングリッシュ・キャンプ、大阪府教育庁主催海外研修、海外の大学生との交流
3 海外研修支援 
・短期留学支援事業

	
	元年度
	30年度
	29年度
	
	

	予　算　額
	13,067千円
	9,519千円
	　9,525千円
	
	

	決　算　額
	9,577千円
	9,160千円
	8,139千円
	
	





４　情報教育に関する事務
(1) 学校情報ネットワーク整備及びコンピュータ活用教育推進
校内にコンピュータネットワーク網を整備して教育情報を共有するとともに、専用回線により教育センターと各学校とのネットワークの整備をおこなった。
また、高度情報化社会の進展に対応するために、生徒の情報活用能力を育成するとともに、個々の生徒の能力に応じた情報教育を充実させるため、ＬＡＮ教室の整備・更新を行うとともに、府立学校における情報教育を推進するよう指導助言した。

	
	元年度
	30年度
	29年度
	

	予　算　額
	1,067,743千円
	1,074,742千円
	1,213,692千円
	

	決　算　額
	1,065,495千円
	1,074,693千円
	1,213,004千円
	





５　産業教育に関する事務
(1) 産業教育施設・設備整備費に関する事務
 工科高校等において、実習設備の更新及び老朽化した施設の改修を行った。
また、確かな知識及び技術・技能を持った人材を育成するために、企業技術者等による
実践的指導を展開した。（実業教育充実事業費）
	
	元年度
	30年度
	29年度
	
	

	予　算　額
	15,099千円
	20,065千円
	47,231千円
	
	

	決　算　額
	14,628千円
	19,899千円
	46,706千円
	
	




(2) 調査研究に関する事務
産業教育調査研究会（３部会）を設け、産業教育の諸課題について調査研究し、産業教育の改善充実を行った。

(3) 大阪府産業教育フェア実行委員会への事業補助
産業に関する学科等を設置する高等学校等の生徒が、日常の学習の成果を総合的に発表できる機会を設けるとともに、中学校の生徒・保護者・教職員をはじめ、産業界及び府民の産業教育への理解を深めるため、大阪府産業教育フェアを開催することから、同フェア実行委員会に対し事業補助を行った。
交付先　　大阪府産業教育フェア実行委員会
支援内容　　パンフレット作成、生徒作品搬送等への補助
事業内容　　作品展示、研究発表、ものづくり体験等

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	640千円
	673千円
	673千円

	決　算　額
	640千円
	673千円
	673千円



生徒指導グループ

１　生徒指導に関する事務
(1) 生徒指導に関する諸調査及び指導
(2) 生徒指導対策の充実強化
ア　生徒指導の工夫・改善
イ　生徒指導のあり方についての指導助言
ウ　生徒指導に関する諸調査、通知、視察等
(3) 障がいのある生徒に対する学校生活における支援
　　　府立高等学校に在籍する障がいのある生徒が、学校生活の中で安心して学ぶことができるように、エキスパート支援員、学習支援員、介助員による支援を行った。
(4) 長期入院生徒に対する学習支援
府立高等学校に在籍する生徒のうち、病気・けがによる入院等により長期間登校できないが、修学の意思を強く持ち、学習意欲がある生徒の学習を支援するための非常勤講師時数を措置した。


２　特別活動等の指導に関する事務
　　特別活動（部活動等の奨励）に関する指導

３　人権教育の推進に関する事務
(1) 人権教育資料・人権教育推進資料の配布
(2) 人権教育総合推進計画についての指導
(3) 問題事象発生時の指導等についての指導助言
(4) 人権作文コンクールの開催
　　　人権文化発表交流会等を開催し、人権啓発に努めた。
(5) 障がいのある生徒に対する修学上の配慮等に努めた。
(6) 人権教育に関する研修会および研究学校の連絡協議会などを開催し、指導助言を行った。
(7) 教職員によるセクシュアル・ハラスメント、体罰等の根絶に向けた対策として、全教職員を対象とした研修を実施するよう、府立学校を指導した。
(8) 「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラスメントを防止するために　ＱＡ集」及び「小中学校及び府立学校における男女平等教育指導事例集」を研修等に活用するよう指導した。
(9) 文部科学省研究指定校事業の指導


４　進路指導に関する事務
(1) 就職に向けての指導に関する事務
ア　府商工労働部・府府民文化部の協力のもとに、事業所に対し早期推薦・選考防止に関する冊子を配布し、指導の徹底を図った。
イ　就職差別を未然に防止するため、「近畿高等学校統一用紙」を使用させるとともに、趣意書、リーフレットを送付し、事業所に対し啓発を図った。
ウ　就職の機会均等を保障し、安定した雇用推進を図るため、「公正採用・雇用促進会議」
　（府商工労働部所管）の中学校・高等学校・職業能力開発校等専門委員会を開催した。
(2) 教員の研修に関する事務
　　　進路指導担当教員に対し、進路指導に関する研修を実施し、資質の向上を図った。

５　定時制・通信制高校生徒修学奨励費貸与事業
公立高等学校の定時制課程又は通信制課程に在学する勤労青少年の修学を奨励し、生徒の経済的負担を軽減することにより学業の継続を図り、中途退学の防止に資するため、修学奨励費の貸与を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	   4,488千円
	6,466千円
	4,168千円

	決　算　額
	   4,015千円
	6,163千円
	4,092千円






　　　　[根拠法令等　　大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸与要綱]

６　日本語教育学校支援事業
(1) 大阪府日本語教育支援センター（ピアにほんご）の運営
帰国・渡日生徒の担当教員や教育サポーターに対して、支援情報の提供や相談業務を行うとともに、日本語指導が必要な外国人生徒が在籍する府立高等学校に対し、教育サポーターの派遣を行った。
(2) 　専門員（日本語教師）の派遣　
日本語教師の有資格者を専門員として府立高等学校に派遣し、教育サポーター、教員への指導と助言等を行った。
(3) 　日本語指導担当教員研修の実施
　　　府立高等学校の日本語指導担当教員等の指導力育成及び情報交換を通じたネットワーク構築のための研修を行った。
(4) 　高校生活オリエンテーションの実施
府立高等学校入学決定者及び保護者を対象に、高校生活についてのオリエンテーションを実施した。

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	    7,653千円
	7,653千円
	7,653千円

	決　算　額
	    7,601千円
	7,583千円
	7,578千円






	
	元年度
	30年度
	29年度

	
教育サポーター
	派遣延校数（校）
	97
	93
	67

	
	派遣延人数（人）
	639
	748
	722

	
	登録者数（人）
	265
	232
	192

	日本語指導担当研修参加人数（人）
	102
	99
	111

	高校生活オリエンテーション参加人数（人）
	52
	74
	53




７　課題を抱える生徒フォローアップ事業
　　民間支援団体（NPO等）と連携し高校に居場所を設けて、支援が必要になりそうな生徒を早期に発見し、登校の動機づけを行った。
　　また、様々な課題を抱える生徒が多く在籍する定時制高校15校、通信制高校１校、職業学科のある高等支援学校５校にスクールソーシャルワーカーの配置を行った。
　　
	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	35,082千円
	19,770千円
	16,315千円

	決　算　額
	29,999千円
	18,062千円
	15,736千円




８　そ　　の　　他
　　高等学校卒業程度認定試験に関する文部科学省からの委嘱事務



学校ＩＣＴグループ

１　府立学校におけるICT環境の整備に関する事務　
(1) 府立学校統合ICTネットワークの運用に関する事務
府立学校統合ICTネットワークについて、回線サービス・運用サポート業務及びデータセンター運営委託・端末等機器及びサーバ等機器賃借等により運用を行った。

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	803,070千円
	727,724千円
	 691,267千円

	決　算　額
	802,913千円
	726,857千円
	 691,262千円




(2) 校務処理システムの運用に関する事務
校務処理システムについて、バックオフィス、システム障害対応により運用を行った。

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	7,491千円
	7,594千円
	   7,422千円

	決　算　額
	7,490千円
	7,549千円
	   7,422千円







２　大阪市立学校一元化に伴う行政系ネットワーク運用に関する事務
平成28年4月に移管された大阪市立特別支援学校12校において、端末等機器賃借等により、行政系ネットワークの運用を行った。

	
	元年度
	30年度
	29年度
	

	予　算　額
	25,607千円
	161,027千円
	182,169千円
	

	決　算　額
	25,606千円
	159,736千円
	 182,162千円
	



３　ライセンス使用料
　　教育機関向けマイクロソフト社包括ライセンス契約を行い、ユーザーライセンスを導入した。

	
	元年度
	30年度
	29年度

	予　算　額
	91,580千円
	42,273千円
	13,138千円

	決　算　額
	91,579千円
	42,273千円
	13,138千円



